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１．はじめに 

 本県の人口は、2005 年の 201 万 6,631 人をピークに減少に転じ、近年はその減少幅が

拡大傾向にある。人口減少に直面する状況を打開するため、本合同委員会では「人を惹

きつける“とちぎ”の地域活性化戦略」をテーマに調査・研究を重ねてきた。本書は、

委員会活動の成果を提言書としてまとめたものである。 

２．現状と課題 

・本県は、豊かな自然や歴史・文化、観光資源、堅固な産業基盤、首都圏に近い地理的

優位性など、多くの魅力とポテンシャルを有しているが、こうしたポテンシャルが交

流人口や関係人口の拡大につながっていない。 

・本県の若者や女性の転出要因として、キャリア機会やライフスタイル選択肢の少な

さ、男女間の賃金格差が指摘されている。 

・居住地を移すか否かという「二択」を前提とした移住施策は、個々人のニーズや価値

観との間で乖離が生じつつある。 

 

４．提言  

 ４－１ 大型ＭＩＣＥ施設の整備 

４－２ 世界最長級ロープウェイの整備 

４－３ プロスポーツブランドの確立 

４－４ 二地域居住者向けの環境整備 

 

５．むすびに 

 地域社会を取り巻く環境が大きく変化するなかで、持続可能な地域づくりには従来の

枠組みにとらわれない発想と、多様な主体が連携する姿勢が不可欠である。本提言が、

本県及び本県と関わる人々、そして地域社会にとって、未来に向けた第一歩となれば幸

いである。 

 

３．提言の基本方針 「４段階人口深化モデルの構築」 
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１１．．ははじじめめにに  

本県の人口は、2005 年の 201 万 6,631 人をピークに減少に転じ、近年はその減少幅が

拡大傾向にある。このまま推移すれば 2060 年には約 128 万人まで落ち込むと予測され

ており、極めて深刻な事態に直面している。 

一方で、本県は豊かな自然、世界遺産をはじめとする歴史・文化、製造業を中心とし

た産業基盤、首都圏に近接する地理的優位性など、逆境を跳ね返すポテンシャルを備え

ている。 

こうした中、栃木県は、2025 年 4月に人口未来会議を設置し、同年 8月に「とちぎ人

口減少克服宣言」を発出するなど、全県一体となって対策を進めていく姿勢を示してい

る。 

公益社団法人栃木県経済同友会地域振興委員会および行財政改革委員会による「地方

創生」合同委員会（以下、本委員会）においても、人口減少に直面する状況を打開する

ため、「人を惹きつける“とちぎ”の地域活性化戦略」をテーマに調査・研究を重ねてき

た。本書は、委員会活動の成果を提言書としてまとめたものである。 
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２２．．現現状状とと課課題題  

（１）ポテンシャルの未発揮 

本県は豊かな自然に囲まれているとともに、相対的に災害リスクが低いという恵まれ

た地にある。また、国内外に誇る観光資源や多くの人々が観戦に訪れるプロスポーツチ

ームを有している。製造業を中心とした堅固な産業基盤と全国有数の農業生産力を併せ

持ち、産業と雇用の多様性も確保されている。さらに、新幹線沿線地域は首都圏への通

勤・通学圏として成立する地理的優位性がある。 

しかしながら、こうしたポテンシャルが交流人口や関係人口の拡大につながっていな

い。 

   

 

（２）若者・女性の転出 

本県の人口減少の一因として、若者・女性の県外転出が目立つ。特に女性の転出が顕

著であり、「住民基本台帳人口移動報告 2025 年」（総務省）によれば、20歳から 29歳ま

での女性の県外転出者数は 7,000 名を超え、およそ 1,400 名の転出超過となっている。

若者・女性の転出の要因として、キャリア機会やライフスタイル選択肢の少なさ、男女

間の賃金格差が指摘されている。 
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（３）移住施策と多様化する価値観との乖離 

これまでの移住施策は「ＵＩＪターン」という言葉に象徴されるように、完全な移住

を前提とした「二択」の枠組みが中心であった。しかし、働き方や暮らし方が多様化す

る現在においては、完全移住を想定した従来型の施策は、個々人のニーズや価値観との

間で乖離が生じつつある。 
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３３．．提提言言のの基基本本方方針針  

（１）発想の転換 ～「呼び戻す・呼び込む」から「つなぎ続ける」へ～ 

本県ならではの強みを活かし、移住の決断を迫るのではなく、地域に「つなぎ続ける」

という第三の選択肢を提示したい。これは、「訪れる（交流人口）」から「関わる（関係

人口）」、「二地域で暮らす（二地域居住人口）」、そして「移住・定住する（定住人口）」

へ段階的に関係を深める仕組みであり、人口減少問題の解決に新たな可能性をもたらす

ものである。その中でも特に二地域居住は、テレワーク等も活用して、それまでのキャ

リアを維持したまま本県との関わりをより深めることができる、新たなライフスタイル

の選択肢を提示するものである。 

 

 （２）モデルの構築～「つなぎ続ける」を実現する『4段階人口深化モデル』へ～ 

「4 段階人口深化モデル」は、地域との関係性をつながりの深さに応じて 4 段階に整

理し、各フェーズに応じた適切な施策を行うことで、地域と人々との無理のない関係を

築くモデルである。個々人のライフステージや価値観に寄り添い、訪れることを入口に、

関わること、二地域で暮らすことへと段階的に関係性が深まり、結果として移住・定住

に至ることを想定している。移住を急かせるのではなく、関係性の積み重ねを重視し、

都市と地方を行き来しながら地域と関わり続けられる状態を目指す。こうした「関係性

の深化」を通じて、本県との継続的なつながりを持つ人々を増やし、その延長線上とし

て定住人口の持続的な創出につなげていくことが本モデルの狙いである。 
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【第 1段階：交流人口】 

一時的に栃木を訪れる人々（観光客、スポーツ観戦者、イベント参加者等） 

【第 2段階：関係人口】 

栃木と継続的な関わりを持つ人々（地域活動参画者、リピーター等） 

【第 3段階：二地域居住人口】 

栃木と首都圏の両方に拠点を持つ人々（週末移住、月の半分を滞在する者等） 

【第 4段階：定住人口】 

栃木に完全移住した人々 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



6 

４４．．提提言言  

 

（１）現状と課題 

・宇都宮市におけるＭＩＣＥ開催件数と関連消費額は順調に増加しており、ＭＩＣＥがも

たらす経済効果が着実に顕在化している。宇都宮市はＭＩＣＥ開催地としての評価とポ

テンシャルを高めつつある。 

 

・しかしながら、既存の施設では、大規模な国際会議や展示会を開催するには受入能力に

制約があり、高まるニーズに対応できない可能性がある。 

 

・近年、ＭＩＣＥ誘致を巡る都市間競争は全国的に激化しており、施設の規模や機能の不

足が今後のＭＩＣＥ誘致における競争力低下や機会損失につながる可能性がある。 

 

（２）提言の内容 

  大型ＭＩＣＥ実施可能な施設を整備することで、宇都宮市を中心にビジネス客の増加が

見込めるとともに、ＭＩＣＥ参加者が本県内のあらゆる地域を訪れるきっかけにもなる。

県には、宇都宮市等の関係機関を巻き込み、以下の内容を盛り込んだグランドデザイン

を策定願いたい。 

➢ 候補地 

 ＪＲ宇都宮駅東エリアの宇都宮市体育館（ブレックスアリーナ）新設候補地を中

心とした地区を想定する。この地区には県有地や市有地等のまとまった公有地が

あり、スポーツ施設とＭＩＣＥ施設が集積することでイベント開催の幅が広がり、

芳賀・宇都宮ＬＲＴ（以下、ＬＲＴ）沿線の新たな交流拠点としての価値が高ま

る。 

➢ 整備機能 

 5,000 人規模の国際会議場、１万㎡規模の展示場を有する大型施設とする。 

 公園およびアパレルショップやスポーツ用品店、生活雑貨店、レストラン等が入

る商業施設を設け、地域住民も集いやすく、通年で活気ある場所としていく。 

 ラグジュアリーホテルの誘致によって滞在型ＭＩＣＥを可能とすることで、参加

者の利便性向上と滞在時間の延長を図る。 

 

 

４－１ 大型ＭＩＣＥ施設の整備（交流人口の拡大） 
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➢ 留意事項 

 ＬＲＴ「駅東公園前駅」からＭＩＣＥ施設エントランスまで、遊歩道やペデスト

リアンデッキ等で直結し、アクセス性を高める。 

 会議場や展示場を災害発生時の拠点としても活用できるよう、自家発電設備を併

設する。 

 

＜ＭＩＣＥ候補地地図＞  

             地図データ：©2026 Google／加工：栃木県経済同友会 

＜ＭＩＣＥイメージ図＞  
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（１）現状と課題 

・日光地域内は交通手段のつながりが円滑でなく、利便性が低くなっている。また、日光

地域来訪者の満足度が下がっているとの指摘もある。 

 

・現在、県では奥日光地域における持続可能な地域づくりに向けて検討会を設置し、奥日

光地域への人の流れを円滑にする新たなモビリティ（ロープウェイ）等について検討を

進めている。 

 

（２）提言の内容 

  検討中のロープウェイ区間（細尾地区から明智平）に加え、２系統のロープウェイを敷

設する。３系統のロープウェイが日光駅から華厳滝・中禅寺湖までシームレスにつなが

り世界最長級のロープウェイとなる。世界最長級のロープウェイを地域のランドマーク

に位置付けることで、インバウンド需要の拡大をはじめ、観光地としてのさらなる魅力

向上にも寄与すると考える。県には、国や日光市、鉄道会社等を巻き込み、以下の内容

を盛り込んだグランドデザインを策定願いたい。 

➢ 整備区間 

・ 日光駅から細尾地区間（約 7㎞） 

・ 明智平から華厳滝・中禅寺湖間（約 2㎞） 

➢ 整備機能 

・ 日光駅から細尾地区間に「神橋駅」と「久次良町駅」の２駅を設ける。 

・ 日光駅からロープウェイ起点間にムービングウォーク等を設置し、電車利用客の

アクセス性を高める。 

・ 奥日光地域、湯元地域への移動のしやすさを確保するため、ロープウェイ終点駅

を発着とし主要観光場所を循環するＥＶまたはＨＥＶ型バスを運行する。 

➢ 留意事項 

・ 運行ダイヤ調整等によりロープウェイ乗り換え時間短縮化を図る。 

・ 地域住民の日常的な交通手段としても利用できるよう住民用の割引運賃制度を導

入する。 

 

 

 

４－２ 世界最長級ロープウェイの整備（交流人口の拡大） 
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＜ロープウェイ整備区間＞ 

 

地図データ：地理院地図（国土地理院）／加工：栃木県経済同友会 

 

＜ロープウェイイメージ図＞ 
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（１）現状と課題 

・本県は、数多くのプロスポーツチームを有している。サッカー、バスケットボール、ア

イスホッケー等、多種多様な競技が年間を通して開催されており、時期を問わず来訪者

を呼び込むポテンシャルの高いコンテンツともなっている。しかしながら、特定の競技

のみの観戦者が多く、複数競技の観戦につながっていない。 

 

・各チームはスポーツ教室や地域イベントへの参加といった地域貢献活動にも積極的に取

り組んでいる。こうした活動を通じてスポーツ文化が県民に根付いているものの、チー

ムごとの取組みの横連携が図られていない。 

 

（２）提言の内容 

多様なプロスポーツチームを有するという本県の強みをブランド化することで、地域経

済の活性化と交流人口や関係人口の創出を図る。ついては、県主導のもと、観光、交通、

スポーツチーム等の官民連携を強化していただきたい。 

➢ 横断的スポーツブランド「ＳＰＯＲＴＳとちぎ（仮称）」の創設 

 統一ロゴや共通ビジュアルを策定し、観光施策や県産品プロモーションと連動し

たキャンペーンを展開することで、本県のプロスポーツを一体的にブランディン

グする。専用サイトやアプリを開発し、各チームの試合情報、チケット情報等を

発信することで、県内スポーツ情報を一目で確認できるようにする。 

➢ 観戦ポイント相互利用制度の構築 

 チーム単位の観戦ポイントや特典を相互利用できる仕組みを構築する。様々なス

ポーツに触れる機会を創出することで、「ＳＰＯＲＴＳとちぎ」のブランド力を

強化する。 

➢ 観戦チケット保持者向け乗車パス・宿泊プランの創設 

 各チームと公共交通機関や旅行会社、宿泊施設、各自治体等とが連携し、チケッ

ト保持者が利用できる交通パスや宿泊プランを創設する。移動や宿泊の利便性向

上を図ることで、複数会場のハシゴ観戦や周辺観光地への立ち寄りを後押しする。 

 

➢ ボランティア参加型「スポーツツーリズム」のパッケージ化 

４－３ プロスポーツブランドの確立（交流人口・関係人口の拡大） 
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 試合観戦と運営ボランティア体験を組み合わせた参加型旅行商品を開発する。単

なる消費にとどまらない地域との深い関わりを創出し、リピーター獲得や滞在日

数の増加を図る。 

 

 

栃木県総合運動公園陸上競技場（カンセキスタジアムとちぎ） 

 

 

宇都宮市体育館（ブレックスアリーナ宇都宮）  

 

 

栃木県立日光霧降アイスアリーナ 
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（１）現状と課題 

・本県は、首都圏に仕事や生活基盤を有する人々にとって、第二の生活拠点として適した

地域と言える。 

 

・第二の生活拠点を持とうとする人にとっては、住居費や交通費、光熱費等が二重に発生

することによる経済的負担が大きな障壁となっているほか、滞在日数や頻度が限られる

ため地域コミュニティとの接点が持ちにくい。 

 

・首都圏生活者は自家用車を所有していない、あるいは運転に不慣れなケースが多い。そ

のため、自家用車の利用が前提となる地方の生活環境においては、移動手段の制約が日

常生活や地域活動への参加の妨げとなっている。 

 

（２）提言の内容 

県においては、首都圏に生活基盤を有する人々に本県を第二の生活拠点として選択して

もらえるよう、以下の環境整備を検討いただきたい。  

➢ 情報提供・相談機能の強化 

 移住支援サイト「ベリーマッチとちぎ」に、二地域居住に関する情報提供機能を

追加する。 

 「とちぎ暮らし・しごと支援センター」の支援メニューに、二地域居住に関する

相談を追加する。 

➢ 住まいの確保支援 

 「とちぎ暮らし・しごと支援センター」に「住まいの相談窓口」を設け、物件情

報を提供する。 

 二拠点目となる住宅の取得にかかる取得資金・リフォーム資金について、専用の

制度融資を創設する。 

➢ 住民サービスの提供・開放 

 地域との関係を深化させるため、県民や市民限定としている公共施設の利用や催

事への参加、優待の適用等を二地域居住者にも開放する。 

 二地域居住者の移動に対する不安を解消するため、路線バス等公共交通に関する

情報を提供する。 

    

４－４ 二地域居住者向けの環境整備 
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５５．．むむすすびびにに  

地域社会を取り巻く環境が激変するなか、持続可能な地域づくりを実現するためには、

従来の枠組みにとらわれない柔軟な発想と、多様な主体が一体となって汗をかく姿勢が不

可欠である。本委員会では、先進地域の事例を参考に、本県が持つ地域のポテンシャルを

最大限に引き出すための戦略を検討してきた。 

人と地域が継続的につながり、互いに支えあう関係を育むことは、地域の未来を拓く重

要な鍵となる。本提言は、そうした視点に立ち、本県の活力を高めるための方向性を示し

たものである。これらの施策の実現には、行政の強いリーダーシップはもとより、企業、

団体、住民等、本県のあらゆる主体が役割を分かち合い、協働することが求められる。特

に、「4 段階人口深化モデル」の各ステップにおいては、単発の施策にとどめるのではな

く、常に「次の段階」への移行を意識した戦略的な推進が重要である。 

交流人口や関係人口から二地域居住、そして定住へと段階的に高めていくアプローチは、

新たな「人の流れ」を創出するもので、結果として人口の自然減の抑制にも通じるものと

確信している。本提言が、本県及び本県と関わる人々、そして地域社会にとって、未来に

向けた第一歩となれば幸いである。 

以上 
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（参考）調査研究に関する活動記録

■令和6年度委員会活動

日程 内容 場所 参加人数

4月26日 第1回正副委員長会議 宇都宮商工会議所2階大会議室 21名

5月21日 第2回正副委員長会議 県総合文化センター 17名

6月27日
第1回合同委員会（講演聴講）
・「地方創生に向けた地域交流の取り組み」（JTB宇都宮支店　鹿野英克氏）

産業会館 29名

8月9日 第3回正副委員長会議 宇都宮商工会議所2階大会議室 11名

8月9日
第2回合同委員会（講演聴講）
・「世界からみた“とちぎ”の姿～インバウンドなど米国における栃木の知名度向上に向
けた取組～」（栃木県公認とちぎアンバサダー　田崎敏弘氏）

宇都宮商工会議所2階大会議室 30名

10月8日
第3回合同委員会（講演聴講）
・「先進事例から学ぶ観光地域づくり」
（宇都宮大学地域デザイン科学部コミュニティデザイン学科　鈴木富之氏）

産業会館 34名

12月4日～6日
第4回合同委員会（九州視察）
・視察先：熊本城、熊本県、九州MaaS協議会、大宰府Co-Creation、門司港レトロ倶楽部

熊本県・福岡県 16名

12月26日 委員長会議 事務局会議室 3名

1月23日 第4回正副委員長会議 産業会館 16名

3月10日

第5回合同委員会（講演聴講・グループ討議）
・「「SAGAアリーナ」を活用した、地域活性化の取組について」
（佐賀県SAGAスポーツピラミッド推進グループ　江島真衣氏、佐賀県スポーツ課SSP施設
環境推進室　唐島大智氏）
・グループ討議（これまでの活動を踏まえた具体的施策について）

産業会館 27名

■令和７年度委員会活動

日時 内容 場所 参加人数

5月20日 第1回正副委員長会議 ホテルニューイタヤ 17名

8月25日
第1回合同委員会（講演聴講・分科会）
・「スポーツが創る地域共生の可能性」（ゼビオホールディングス　中村考昭氏）
・分科会（提言書素案の検討）

県総合文化センター 26名

10月20日～21日
第2回合同委員会（横浜・箱根視察）
・パシフィコ横浜、箱根エリア交通インフラ

横浜・箱根 6名

11月4日

第3回合同委員会（講演聴講）
・「女性がチャレンジできる地域社会をつくる～福岡県×Bloom福岡モデル～」
（スタイルクリエイト　麻生有花氏）
・「二地域居住とこれからの観光～やってみなはれ！インバウンド観光ビジネス～」
（大阪観光大学観光学部　小野田金司氏）

産業会館 16名

11月13日 第2回正副委員長会議 産業会館 14名

1月23日 第3回正副委員長会議 産業会館 13名

3月30日
第4回合同委員会
・提言書（案）の読み合わせ

宇都宮商工会議所２階大会議室 21名
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【地域振興委員会　名簿】 （敬称略）

№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

1 委員長 郡司　成江 ビューティアトリエグループ（総美有限会社） 代表取締役社長

2 副委員長 井上　加容子 ㈱井上総合印刷 代表取締役社長

3 副委員長 鹿野　英克 ㈱JTB　宇都宮支店 支店長（～R8年1月）

4 副委員長 須藤　揮一郎 ㈱とちぎテレビ 代表取締役社長

5 副委員長 早川　聖子 三井住友信託銀行㈱　宇都宮支店 支店長

6 副委員長 増山　陽平 東京ガス㈱　栃木支社 支社長

7 副委員長 村上　龍也 ㈱村上 代表取締役

8 副委員長 柳沢　　威 大成建設㈱　関東支店　宇都宮営業所 所長

9 副委員長 渡邊　賢了 ㈱渡商 代表取締役

10 アドバイザー 郡司　祐一 ㈱関東農産 代表取締役

11 アドバイザー 内藤　　靖 ㈱テラクリエーション 代表取締役

12 アドバイザー 波木　恵美 鬼怒川グランドホテル　夢の季 代表取締役社長

13 アドバイザー 丸山　武洋 日本放送協会　宇都宮放送局 局長（～R7年6月）

14 アドバイザー 宮本　　誠 ㈱みやもと 代表取締役（～R7年9月）

15 筆頭代表理事（～R7年6月） 松下　正直 ㈱足利銀行 取締役会長

16 筆頭代表理事 （R7年7月～） 藤井　昌一 藤井産業㈱ 代表取締役社長

17 代表理事 （～R7年6月） 喜谷　辰夫 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役会長

18 代表理事 （R7年7月～） 清水　和幸 ㈱足利銀行 取締役頭取

19 委員 天野　泰仁 日本通運㈱　宇都宮支店 支店長

20 委員 荒井　貴大 ㈱セレモニー宝典 代表取締役（R7年4月～）

21 委員 荒井　　大 ㈱あしぎん総合研究所 代表取締役社長（～R7年3月）

22 委員 飯野　秀夫 東武建設㈱ 代表取締役社長

23 委員 飯村　愼一 光陽エンジニアリング㈱ 代表取締役会長

24 委員 池田　　宰 宇都宮大学 学長

25 委員 石川　尚子 オリオンコンピュータ㈱ 代表取締役

26 委員 石黒　智之 野村證券㈱　宇都宮支店 支店長

27 委員 磯　　昭典 村田発條㈱ 監査役

28 委員 板橋　信行 ㈱板通 代表取締役社長

29 委員 伊藤　一星 (弁)宇都宮東法律事務所 代表社員　弁護士（R7年10月～）

30 委員 井戸川　誠一 ㈱日立製作所 北関東支店長（R7年3月～）

31 委員 今井　健次 パナソニックホームズ北関東㈱ 代表取締役社長

32 委員 今井　正仁 ㈱サニクリーン宇都宮 代表取締役社長

33 委員 岩松　栄幸 ㈱日本旅行　宇都宮支店 支店長（R7年3月～）

34 委員 臼井　邦彦 ㈱鹿沼梱包運輸 代表取締役社長（R6年10月～）

35 委員 内海　正靖 キリンビール㈱　　北関東支社 支社長（R7年10月～）

36 委員 遠藤　 栄一 遠藤食品㈱ 代表取締役社長

37 委員 大西　伸幸 ㈱オニックスジャパン 代表取締役社長（R6年10月～）

38 委員 大橋　弘樹 ㈱東芝　関信越支社 支社長

39 委員 大類　充敬 キリンビール㈱北関東支社　栃木・群馬支店 支店長（～R7年9月）

40 委員 小川　恒夫 ㈱ユーユーワールド 代表取締役会長（～R7年11月）
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№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

41 委員 奥田　健太郎 損害保険ジャパン㈱ 栃木支店長兼栃木自動車営業部長（～R7年3月）

42 委員 小沼　正則 絆アセットマネジメント㈱ 代表取締役（～R7年2月）

43 委員 岸本　卓也 ㈱下野新聞社 取締役会長（～R6年5月）

44 委員 神山　奈美 ㈱松本商会 取締役　管理本部　本部長（～R8年2月）

45 委員 川口　正人 明治安田生命保険(相) 宇都宮支社長

46 委員 川嶋　健市 ㈱北研 相談役

47 委員 川田　雅史 ㈱川田サッシ工業 代表取締役

48 委員 木村　　崇 第一生命保険㈱　栃木支社 支社長（R7年4月～）

49 委員 熊本　勇治 熊本㈱ 代表取締役社長

50 委員 小板橋　博幸 ㈱大一不動産 代表取締役

51 委員 郷　　克也 ㈱ＪＴＢ　宇都宮支店 支店長（R8年2月～）

52 委員 後藤　正人 國學院大學栃木短期大学 学長

53 委員 小林　　慧 小林慧公認会計士事務所 所長

54 委員 小林　光夫 仙波糖化工業㈱ 代表取締役社長

55 委員 齋藤　孝彦 ㈱不二ロジホールディングス 代表取締役

56 委員 酒井　　誠 ㈱酒井建築設計事務所 代表取締役社長（～R8年2月）

57 委員 佐竹　隆史 (医社）脳神経脊髄脊椎外科サービス 常任理事

58 委員 佐藤　和幸 ㈱フジタ 栃木営業所長

59 委員 清水　誠二 サンデン・リテールシステム㈱宇都宮営業所 所長（～R7年3月）

60 委員 須賀　英之 (学)須賀学園 理事長

61 委員 菅沼　亮太 ㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート（ホテル東日本） 支配人（～R7年7月）

62 委員 高久　貴至 イートランド㈱ 取締役代表

63 委員 瀧澤　太郎 滝沢ハム㈱ 代表取締役社長

64 委員 田村　　晃 ㈱アイディ 代表取締役

65 委員 陳　　賢徳 ㈱フェドラ 代表取締役

66 委員 手塚　きぬよ ㈱むぎくら 代表取締役

67 委員 戸野　俊介 （弁）戸野・田並・小佐田法律事務所 代表弁護士（～R7年11月）

68 委員 富塚　　保 七浦建設㈱ 代表取締役

69 委員 内藤　善寛 ㈱あしぎん総合研究所 代表取締役社長（R7年4月～）

70 委員 長島　孝昌 ㈱日昇堂 代表取締役

71 委員 中山　文仁 ㈲中山運送 代表取締役

72 委員 橋本　正行 ㈱日本栄養給食協会 代表取締役

73 委員 早川　公一郎 ㈱足利フラワーリゾート 代表取締役社長（R7年4月～）

74 委員 林　　明夫 ㈱開倫塾（開倫塾日本語学校） 代表取締役社長（理事長・校長）

75 委員 深澤　雄一 ㈱フカサワ 取締役会長

76 委員 福島　範治 鹿沼グループ　　㈱鹿沼カントリー倶楽部 代表取締役

77 委員 藤井　大介 ㈱大田原ツーリズム 代表取締役社長

78 委員 伏木　昌人 栃木信用金庫 理事長

79 委員 保坂　和夫 関東交通㈱ 代表取締役社長

80 委員 本田　　浩 ㈱日本旅行　宇都宮支店 支店長（～R7年2月）
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№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

81 委員 益子　博美 ㈱花のギフト社 代表取締役社長（～R7年6月）

82 委員 水沼　孝夫 ㈱インターセック 代表取締役

83 委員 蓑輪　明夫 宇都宮東武ホテルグランデ（㈱東武ホテルマネジメント） 総支配人（R7年7月～）

84 委員 宮嶋　有樹 日本放送協会　宇都宮放送局 局長（R7年7月～）

85 委員 三好　　仁 昭和電機㈱ 代表取締役

86 委員 箭内　明仁 第一生命保険㈱栃木支社 支社長（～R7年3月）

87 委員 柳田　祐介 柳田メディア㈱ 代表取締役

88 委員 山田　　健 パナソニックホールディングス㈱ 関越支店長（R7年10月～）

89 委員 山本　堅嗣宣 ヤマゼンコミュニケイションズ㈱ 代表取締役社長

90 委員 湯澤　隆司 ㈱ユザワ 代表取締役

91 委員 横倉　正一 ㈱横倉本店 代表取締役社長

92 委員 吉田　恭平 ㈱ダイニチ総合プランニング 代表取締役

93 委員 吉原　正博 ㈱カナメ 代表取締役社長

94 委員 若菜　英晴 ㈱下野新聞社 代表取締役社長（R6年6月～）

95 委員 渡邉　正道 友井タクシー㈲ 代表取締役

96 委員 渡部　　渉 ㈱カナメ 取締役会長

97 事務局 須賀　憲夫 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R6年度）

98 事務局 菅俣　宗良 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R7年度）

99 事務局 手塚　隆之 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R6年度）

100 事務局 荒井　　大 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R7年度）

101 事務局 阿部　文哉 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R6年度）

102 事務局 神戸　洋平 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R7年度）
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【行財政改革委員会　名簿】 （敬称略）

№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名

1 委員長 水沼　孝夫 ㈱インターセック 代表取締役

2 副委員長 荒井　友章 宇都宮土建工業㈱ 専務取締役

3 副委員長 荒井　　大 ㈱あしぎん総合研究所 代表取締役社長（～R7年3月）

4 副委員長 児玉　博利 (税)児玉税経 代表社員

5 副委員長 内藤　善寛 ㈱あしぎん総合研究所 代表取締役社長（R７年4月～）

6 副委員長 仲山　信之 ㈱エフエム栃木 代表取締役社長（R6年7月～）

7 副委員長 柳沢　　威 大成建設㈱　関東支店　宇都宮営業所 所長

8 アドバイザー 安藤　寛樹 ㈱安藤設計 取締役会長

9 アドバイザー 岩見　髙士 ㈱浜屋組 代表取締役社長

10 筆頭代表理事（～R7年6月） 松下　正直 ㈱足利銀行 取締役会長

11 筆頭代表理事 （R7年7月～） 藤井　昌一 藤井産業㈱ 代表取締役社長

12 代表理事 （～R7年6月） 喜谷　辰夫 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役会長

13 代表理事 （R7年7月～） 清水　和幸 ㈱足利銀行 取締役頭取

14 委員 岩澤　理夫 岩澤建設㈱ 取締役会長

15 委員 植村　茂敏 植村工業㈱ 取締役会長（～R7年3月）

16 委員 梅田　文也 あいおいニッセイ同和損害保険㈱栃木支店 理事　支店長

17 委員 梅原　洋二 富士通Japan㈱ 関東甲信越支社長

18 委員 奥田　健太郎 損害保険ジャパン㈱ 栃木支店長兼栃木自動車営業部長（～R7年3月）

19 委員 尾町　靖浩 ㈱大塚商会　北関東営業部　宇都宮支店 支店長（R6年6月～）

20 委員 葛西　美奈子 ㈱ＴＭＣ経営支援センター 代表取締役社長

21 委員 齋藤　慎一 ㈱ダイサン 代表取締役社長

22 委員 佐藤　　靖 パスキン工業㈱ 代表取締役（R7年12月～）

23 委員 澤村　一成 近畿日本ツーリスト㈱宇都宮支店 支店長（～R7年3月）

24 委員 鈴木　峰雄 ㈱エフエム栃木 代表取締役社長（～R6年6月）

25 委員 滝澤　浩子 (医)至誠会滝澤病院 常務理事

26 委員 田嶋　富夫 ㈱宝栄 代表取締役

27 委員 中野　隆史 日本電気㈱宇都宮支店 支店長（～R7年3月）

28 委員 橋本　正行 ㈱日本栄養給食協会 代表取締役

29 委員 林　　明夫 ㈱開倫塾（開倫塾日本語学校） 代表取締役社長（理事長・校長）

30 委員 樋口　貴則 カネキ㈱ 代表取締役（R6年10月～）

31 委員 飛鷹　　聡 ㈱ＴＫＣ 代表取締役専務執行役員

32 委員 宮本　　誠 ㈱みやもと 代表取締役（～令和7年9月）

33 委員 三好　　仁 昭和電機㈱ 代表取締役

34 委員 谷中田　悟 (税)アミック＆パートナーズ 代表社員

35 委員 渡邉　有規 ㈱渡辺有規建築企画事務所 代表取締役

36 フェロー 児玉　博昭 日本大学　法学部 教授

37 事務局 須賀　憲夫 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R6年度）

38 事務局 菅俣　宗良 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R7年度）

39 事務局 手塚　隆之 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R6年度）

40 事務局 荒井　　大 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R7年度）

41 事務局 小藤　翔平 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R6年度）

42 事務局 石塚　　大 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R7年度）
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